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（１）水産物需給の動向

（我が国の魚介類の生産・消費構造）
　平成23（2011）年度における我が国の水産物の国内消費仕向量（原魚換算ベース＊１）は、
823万トンであり、このうち、80％（659万トン）が食用消費仕向け、20％（164万トン）が
非食用消費仕向け（飼肥料）となっています。国内の食用消費仕向量は、国内生産量と輸入
量がともに減少したことから、平成18（2006）年度と比べ11％（83万トン）減少しています。

（２）我が国の水産物輸出入の動向

（我が国の水産物輸入の動向）
　我が国の水産物輸入量は、平成13（2001）年に過去最高（382万トン）となった後、平成
21（2009）年にかけて国内消費の低下等に伴って減少傾向で推移しましたが、平成22（2010）
年には円高が進んだこと等により前年比5％増となりました。平成23（2011）年は東日本大
震災による生産の減少や保管在庫の被害があった品目＊２について輸入が増加したものの、全
体の輸入量は前年並（１％減）となりました。
　平成24（2012）年の水産物輸入量は、前年比1.6%増加の274万トンとなりました。輸入金
額は、世界的な水産物の需要拡大を背景とする国際取引価格の上昇等により、前年比3.4％
増加の１兆5,048億円となりました。

水産物の需給をめぐる動き第1節

＊１　水産加工品等について製品の重量を原魚量に換算し、水産物の国内消費仕向量を算出したもの。
＊２　国内生産の減少を補う形で輸入が増加した品目はワカメ、カキ等。冷凍保管されていた加工原料が被害を受けた

ため、それを補うため輸入が増加した品目はサンマ（冷凍）、マダラ（冷凍）等。

（単位：万トン）
非食用
国内消費
仕向量
164

食用国内
消費仕向量
659

国内消費仕向量
823

食用魚介類の
国民1人1年当たり供給量
【粗食料ベース】51.5kg
【純食料ベース】28.6kg

国内生産量
430

食　用  382
非食用    48

輸入量
448

食　用  333
非食用  115

輸出量
53

食　用  52
非食用    1

在庫増加
2

食　用  4
非食用  -2

資料：農林水産省「食料需給表」
注：1） 純食料ベースの供給量を除き、数値は原魚換算したもの。鯨類及び海藻類は含まない。
2） 純食料ベースの国民１人１年当たり供給量については、消費に直接利用可能な形態（例：カツオであれば頭部、骨、ひれ等を除いた形
態）に換算。

図Ⅲ－１－１　我が国の魚介類の生産・消費構造の変化

〈国内消費仕向量の推移〉〈魚介類の生産消費構造〉
（平成23（2011）年度（概算値）） 800
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　水産物は、品目に応じて様々な国や地域から輸入されており、平成24（2012）年における
輸入相手国は132の国と地域に及んでいます。平成24（2012）年の輸入金額上位３品目につ
いて主な輸入相手国をみると、マグロ・カジキ類は台湾、韓国、インドネシア等、エビはベ
トナム、インドネシア、タイ等、サケ・マス類はチリ、ノルウェー、ロシア等となっていま
す。

（我が国の水産物輸出の動向）
　水産物の輸出は、我が国の水産物市場の拡大に資するとともに、国内向けの水産物の供給
量を調整し、国内価格を安定させるなど、我が国の水産業にとって重要な意義を有していま
す。
　平成24（2012）年における我が国の水産物輸出量は、東電福島第一原発の事故による各国
の輸入規制強化等の影響が大きかった昨年に比べ、3.6％増加し44万トンとなりました。また、
平成24（2012）年の輸出金額は、干しナマコ、スケトウダラ等で輸出価格が下落したことを
受けて、前年比2.4％減少の1,700億円となりました。国別の輸出額をみると、輸入規制の強
化等の影響が大きかった中国、韓国、ロシア等への輸出額が平成23（2011）年に大幅に減少
し、平成24（2012）年においても平成22（2010）年に比べ、低い水準となっていることから、
これらの国々における日本産水産物への信頼の回復が重要な課題となっています。
　政府は、東電福島第一原発の事故以降、我が国から輸出される農林水産物・食品に対する
規制を強化している国や地域に対し、水産物の放射性物質に係る調査結果や安全確保の取組
等を説明するなど規制緩和に向けた働きかけを行ってきており、今後ともこのような取組を

図Ⅲ－１－２　我が国の水産物輸入量・輸入金額の推移と金額内訳
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資料：財務省「貿易統計」
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農林水産物総輸入金額に占める割合：19.0％

図Ⅲ－１－３　我が国の主な輸入水産物の国・地域別内訳（平成24（2012）年）

資料：財務省「貿易統計」
注：1） エビについては、このほか、エビ調製品が647億円輸入されている。
2） カニについては、このほか、カニ調製品が225億円輸入されている。
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継続していくこととしています。
　また、各国の消費者の間で食の安全への関心が高まっていること等を受け、水産物の輸入
に当たって、各国の当局が衛生証明書の発行や輸出加工施設の登録を要求するケースが増加
していることから、政府は、相手国政府との協議等を通じ、各国の規制や条件に適合するた
めの体制を整備しています。なお、中国・ロシア向け輸出水産品に係る衛生証明書の発給手
続については、平成25（2013）年４月、証明書の発給要件を改正し、輸出事業者の負担軽減
を図っています。
　日本産水産物の品質については、漁獲物の取扱いの丁寧さや発達したコールドチェーンに
支えられた鮮度保持の確かさ等が、各国で高く評価されています。さらに日本食の人気が海
外で高まっていることも相まって、日本産水産物については、世界の様々な国・地域におい
て根強い需要があります。農林水産省では、海外メディアを通じた情報発信、海外見本市へ
の出展等の取組を行うことにより、日本産水産物の輸出促進を図っています。

図Ⅲ－１－４　我が国の水産物輸出量・輸出金額の推移と金額内訳
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資料：財務省「貿易統計」
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図Ⅲ－１－５　我が国の主な輸出水産物の国・地域別内訳（平成24（2012）年）

資料：財務省「貿易統計」
注：1） ホタテガイについては、このほか、ホタテガイ調製品（86億円）等が輸出されている。
2） ナマコについては、このほか、ナマコ（乾燥）以外のナマコ調製品が86億円、ナマコ（調製品以外）が24億円輸出されている。
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（内需指向が強い我が国の水産物需給構造）
　我が国の水産物の生産・消費構造をみると、国内消費仕向量が９割以上を占めており、我
が国の漁業・養殖業は、国内市場の規模の大きさを背景とする内需指向が強いことがみてと
れます。一方、アイスランド、ニュージーランド、ノルウェーでは、我が国と比べ、需要に
占める輸出量の割合が高くなっています。

図Ⅲ－１－６　サケ・マス類とスケトウダラの輸出金額の動向
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資料：財務省「貿易統計」
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事　例事　例

　東海・西日本から九州・沖縄にかけての15県の海面・海

水養殖業の団体等によって構成される（一社）全国海水養

魚協会（全海水）は、平成24（2012）年12月と平成25

（2013）年１月の２回にわたり海外市場の開拓を目的とす

るセミナーを開催しました（開催地は第１回目はロシア（モ

スクワ）、第２回目は中国（大連））。

　このセミナーは、農林水産省の「農産物等輸出拡大緊急

対策事業」の一環として、量販店・外食のバイヤーやシェ

フ等を招待して開催されたもので、①日本の養殖魚の生産

の技術がどのような点で優れているのか、②安全・安心を

確保する品質管理はどのように行われているのか、③食味

が優れているのは何故か、といった点をレクチャーと試食を通じてアピールしました。全海水では、

計画的な生産・出荷が可能であり、また、給餌方法の工夫等によって市場のニーズに合った身質の魚

を生産することもできるという養殖業の強みを活かして、今後とも海外の実需者を主なターゲットと

して、日本産養殖魚の認知度向上に取り組み、海外市場の拡大を図っていくこととしています。

「養殖魚セミナー」により現地実需者に我が国の
　　養殖魚をアピール（一般社団法人　全国海水養魚協会）

日本の養殖魚の品質の高さをモスクワのシ
ェフやバイヤーにアピール
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（３）我が国の食用魚介類自給率

　我が国の食用魚介類の自給率は、昭和39（1964）年度の113％をピークに低下傾向で推移し、
平成12（2000）年度から14（2002）年度の３年連続で最も低い53％となりました。その後、
平成15（2003）年度から平成22（2010）年度にかけて食用魚介類自給率は、微増から横ばい
の傾向で推移しました。これは、国民の水産物消費量が減少傾向にあることから、国内消費
仕向量（輸入量、国内生産量及び在庫減少量の合計）の減少ペースが、国内生産量の減少ペ
ースと同等又はそれを超えるものとなったことによるものです。
　平成23（2011）年度における食用魚介類の自給率（概算値）は、東日本大震災の被災地域
における生産の減少を反映し、前年より４ポイント低い58％となりました。
　他国との比較では、我が国の食用魚介類の自給率は、米国や韓国と同程度となっています。

図Ⅲ－１－７　国別の生産・消費構造の比較（平成21（2009）年）

資料：FAO「Fishstat（Capture production）、（Aquaculture production）」（日本以外の国）、「Food balance sheets」（日本以外
の国）、農林水産省「漁業・養殖業生産統計」（日本）及び「食料需給表」（日本）に基づき水産庁で作成
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図Ⅲ－１－８　食用魚介類の自給率等の推移

資料：農林水産省「食料需給表」
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図Ⅲ－１－９　各国の食用魚介類の自給率（平成21（2009）年）

資料：FAO「Food balance sheets」（日本以外の国）及び農林水産省「食料需給表」（日本）に基づき水産庁で作成
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